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《定住化対策》 
 「住んでいたい」「住み続けられる」地域へ 
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学 識 経 験 者 

朝日祥雲御山太鼓 代 表 菅 原 和 則

 



協議テーマ 

≪定住化対策≫・・「住んでいたい」「住み続けられる」地域へ 
 
少子高齢化、転居・転出に起因する人口減少が進み、集落機能維持が困難になりつ

つある現状の中、地域住民の自発的取り組みを促すとともに、山間豪雪地であるがゆ

えの条件不利を緩和するべく施策・支援が求められている。特に、身近な地域課題に

は、住民自らが主体的に取り組むことが大切であり、そのための手段と組織体制のあ

り方、担い手の確保とリーダーの育成が課題となっている。 
また、若者の定住促進、高齢者の定住支援など定住条件、定住環境の整備・支援も大

きな課題である。 
 
３．開催回数 
 テーマについて、４～５回程度開催する。 
  ＜共通の開催日程として、５月、７月、１０月、１１月を予定＞ 
 
４．市の重要事項に関する説明・意見 
 市の重要事業や総合計画実施計画、行政の諸課題について説明し、意見を伺う。 
 ○市の重要事業、行財政改革大綱（素案）等  （５月） 
 ○総合計画実施計画  （１１月） 
 ○その他（各課の主要な課題） 
 
５．意見・提言のとりまとめ 
 今年度中（12 月頃まで）に、最終の意見を取りまとめ提言する。提言された内容に

ついては、次年度以降の地域活性化に関する事業等へ反映させていく。 
 
６．審議会の進め方 
 ○当初は全体会で協議し、協議内容によっては、分科会も考慮する。 
 ○協議テーマを深めるため、専門家や関係者からの意見を聞く機会や視察等を設定

する。 



 1．定住条件整備の現状 
 
「定住」のためには、以下の 3 点が基礎的な要件であるとされている。 

（参照：農林水産省食料・農業・農村基本問題調査会 農村部会資料から） 
① 住宅及び生活関連施設の整備 
② 教育、文化、医療の水準の確保 
③ 雇用の場の確保 
全国的に農村地域の定住条件整備については、特に都市の生活環境整備水準との格

差是正を重点としながら進められてきた経過がある。 

 

（１）基礎的生活環境の整備状況 

  農村地域における住環境は、敷地面積が 200 ㎡（約 60 坪）以上の割合が 60％を

越え、都市を大きく上回っている。しかし、農村地域における基礎的な生活基盤施

設は改善されてきているものの、都市と比較してなお遅れている。 

⇒朝日地域では、起債事業、補助事業を活用して下水道・道路等の生活基盤整備を

行ってきた経過がある。 

（２）生活利便性の現状 

  総理府の調査によると、各種施設までの許容しうる所要時間としては、小学校、

地域文化センター、一般病院については、ほとんどの者が 30 分以内で到達可能であ

ることを要望している。日常生活にかかわりの深い公共施設への所要時間としては、

30 分程度が１つの目安と考えられる。一方、「農業センサス」によって、一般的な

公共施設等があると思われる最寄りの DID 地区までの所要時間をみると、特に中山

間地域においては、30 分以上かかる旧市区町村が半数近くを占めており、生活利便

性の面でマイナス要因となっていると考えられる。（ＤＩＤ地区：人口集中地区。市

区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/km²以上の基本単位区（平成 2 年（1990 年）

以前は調査区）が互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区に設定される。） 

また、各種施設への交通利便性をみると、医療・福祉施設については、農業地域

類型による差はなくなってきたが、文化関連施設については、遠隔地ほど交通利便

性が依然として劣っている。 

合わせて、夜間緊急時に 30 分未満で加療が受けられる集落数割合をみると、中間

農業地域については約 90％、山間農業地域については約 75％となっている。 

農村地域においては、病院、幼稚園といった施設の他、交通手段についても市町村が

直接運営しているものが多く、利便性確保のための市町村の負担は大きなものとなっ

ている。 

前述を受け、朝日地域における「定住化対策」の大きな視点として以下について、

協議検討を進め、提言として取りまとめたい。 
 
Ⅰ 住宅及び生活環境の整備 
Ⅱ 教育、文化、福祉、医療等の確保 
Ⅲ 雇用の確保 


